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第１ 総括 

１ 管内の概況 
所管区域は、五所川原市、つがる市、西津軽郡 2 町（鰺ヶ沢町・深浦町）及び北津軽郡

2 町（鶴田町・中泊町）の 6 市町となっている。 

総面積は、1,752.5km2（県全体の 18.2％）、総人口は 110,488 人（県全体の 9.5％）、世帯

数は 45,612 世帯（県全体の 8.9％）である。また、老年人口割合（65 歳以上の総人口に占

める割合）は 41.7％で、県全体の割合（35.9％）を上回っている。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 面積及び推計人口（令和 6 年 10 月 1 日現在） 

 面 積 

（㎢） 

総人口 

（人） 

世帯数 

（世帯） 

年少人口 

（15 歳未満） 

割合(%) 

生産年齢人口 

(15 歳～64 歳） 

割合(%) 

老年人口 

(65 歳以上) 

割合(%) 

五所川原市 404.20 48,071 20,819 9.1 52.5 38.4 

つがる市 253.55 28,351 10,653 8.5 49.7 41.8 

鰺ヶ沢町 343.08 8,093 3,467 6.6 45.9 47.5 

深浦町 488.91 6,351 2,852 5.8 39.8 54.4 

鶴田町 46.43 11,096 4,201 9.5 50.2 40.3 

中泊町 216.34 8,526 3,620 7.0 44.5 48.5 

管内計 1752.51 110,488 45,612 8.4 49.5 41.7 

県計 9645.11 1,164,752 509,727 9.9 54.2 35.9 

（国土地理院「令和７年全国都道府県市区町村別面積調」、令和６年青森県の人口より再計算） 

 

管内地図 

青森県 

西北保健所 
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２ 沿革 

 

昭和 21 年 6 月 

北津軽郡鶴田町大字前田 26 番地に役場（総床面積 640.71 ㎡、総２階建）を無償で

譲り受け青森県鶴田保健所として開設した。課及び係制がなく所長（医師）、薬剤師、

獣医師、Ｘ線技師、保健婦等職員が 10 名で管轄区域は北郡 5 町 18 村であった。 

五所川原町、鶴田町、板柳町、金木町、中里町、 

栄村、中川村、三好村、長橋村、飯詰村、松島村、七和村、小阿弥村、沿川村、 

喜良市村、嘉瀬村、六郷村、梅沢村、武田村、内潟村、相内村、脇元村、小泊村 

 

 

昭和 26 年 6 月 

庁舎を北津軽郡鶴田町から北津軽郡五所川原町上平井町 94 番地に新築移転。 

 

昭和 26 年 7 月 

 青森県鶴田保健所の名称を青森県五所川原保健所と改称。 

 

昭和 39 年 1 月 

 現在地に鉄筋コンクリート平家建ての庁舎が新築された。 

 

平成 8 年 4 月 

 所長が鰺ヶ沢保健所兼務となる。 

 

平成 9 年 4 月 

   部の再編により環境保健部の出先機関から健康福祉部の出先機関となる。 

保健所再編のため、旧五所川原保健所管内から、板柳町が弘前保健所管内に編入さ

れ、旧鰺ヶ沢保健所管内の町村が管轄となったため、所管区域は 1 市 6 町 7 村となる。 

 

五所川原市、 

鰺ヶ沢町（編入）、木造町（編入）、深浦町（編入）、金木町、中里町、鶴田町、 

森田村（編入）、岩崎村（編入）、柏村（編入）、稲垣村（編入）、車力村（編入）、 

市浦村、小泊村 
 

五所川原保健所鰺ヶ沢支所が設置される。 

 

平成 14 年 4 月 1 日 

 行政組織規則の一部改正により保健所、福祉事務所、児童相談所を統合した「健康福

祉こどもセンター(総務企画室、保健部、福祉部、こども相談部の 1 室 3 部制)」が新設

され、五所川原保健所は「西北地方健康福祉こどもセンター」の内部組織である「保健

部(五所川原保健所併置)」に、鯵ヶ沢支所は同部の「鰺ヶ沢地区担当(五所川原保健所
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鰺ヶ沢支所併置)」となる。 

「総務企画室」が保健部庁舎内に、「福祉部」と「こども相談部」は五所川原市栄町

10 の合同庁舎内に配置された。総務企画室の職員数は 11 名。保健部は保健予防課、生

活衛生課(環境衛生課から改称)、健康増進課の 3 課体制となる。 

 

平成 17 年 4 月 1 日 

  平成 17 年 2 月以降の市町村合併により、管轄区域が 2 市 4 町となった。 

   五所川原市（五所川原市、金木町、市浦村合併）、つがる市（木造町、森田村、柏村、

稲垣村、車力村合併）、 

鰺ヶ沢町、深浦町（深浦町、岩崎村合併）、中泊町（中里町、小泊村合併）、鶴田町 

 

 

平成 18 年 4 月 1 日 

 行政組織規則の一部改正により、五所川原保健所鰺ヶ沢支所廃止となる。 

 

平成 19 年 4 月 1 日 

 行政組織規則の一部改正により、総合的な出先機関として西北地域県民局が設置さ

れ、西北地方健康福祉こどもセンターは、西北地域県民局の内部組織である地域健康福

祉部となる。 

これに伴い、総務企画室は企画調整室となる。 

同じく保健部は保健総室（五所川原保健所併置）となり、保健予防課は事務の一部を

健康増進課に移管し、指導予防課となる。 

 

平成 20 年 4 月 1 日 

   行政組織規則の一部改正により、企画調整室が保健総室に統合される。 

 

令和 7 年 4 月 1 日 

   行政組織規則の一部改正により地域県民局への併置が廃止となり、単独出先機関と

して設置される。青森県西北保健所に名称変更となる。 
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３ 機構図と分掌事務 

３－１ 機構図  
      （令和 7年 4 月１日現在） 

【青森県西北保健所】 計 33 人（4 人） 
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14 人（1人） 
 

※職員数は正職員の数。（ ）は事務取扱兼務〈再掲〉 

 

３－２ 職種別職員数 
（令和 7年 4 月 1 日現在）（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※1 職員数は、正職員（定年退職後の再任用職員を含む）の数で、会計年度任用職員等は計上していない。 

※2（ ）は事務取扱兼務《再掲》 
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３－３ 分掌事務 

＜指導予防課＞ 

 １．庶務に関すること。 

２．衛生教育に関すること。 

３．地域保健に係る統計調査に関すること。 

４．地域保健に関する調査及び研究に関すること。 

５．病院、診療所、助産所、歯科技工所、衛生検査所及び施術所に関すること。 

６．医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、診療放射線技師、

臨床検査技師、衛生検査技師、理学療法士、作業療法士、視能訓練士、あん摩マッ

サージ指圧師、はり師、きゆう師、柔道整復師、歯科技工士、栄養士及び調理師等

に関すること 

７．死体解剖保存に関すること。 

８．薬局及び医薬品販売業に関すること。 

９．毒物及び劇物に関すること。 

10．麻薬、向精神薬、大麻、あへん及び覚せい剤に関すること。 

11．医薬品、医療機器、化粧品及び医薬部外品に関すること。 

12．感染症、結核その他の疾病の予防に関すること。 

13．診療エックス線に関すること。 

14．予防接種に関すること。 

15．医学実習生、医師臨床研修に関すること。 

16. 地域災害医療対策に関すること。 

 

＜生活衛生課＞ 

１．食品衛生に関すること。 

２．化製場等に関すること。 

３．旅館業、住宅宿泊事業、公衆浴場及び興行場に関すること。 

４．理容所及び美容所に関すること。 

５．クリーニング業に関すること。 

６．生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関すること。 

７．墓地及び埋葬に関すること。 

８．建築物衛生一般に関すること。 

９．有害物質を含有する家庭用品の規制に関すること。 

10．温泉に関すること。 
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11.レジオネラ症の予防に関すること。 

 

＜健康増進課＞ 

１．栄養改善に関すること。 

２．母体保護に関すること。 

３．児童の健康相談に関すること。 

４．健康づくり推進事業に関すること。 

５．母子保健に関すること。 

６．口腔保健に関すること。 

７．精神保健及び精神障害者福祉に関すること。 

８．難病対策に関すること。 

９．市町村の地域保健対策の実施に関する調整及び必要な援助に関すること。 

10．人材育成、看護学生等の実習に関すること。 

11．地域保健・医療・福祉包括ケアシステムの推進に関すること。 
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４ 令和７年度行事予定 
 

月 指導予防課 生活衛生課 健康増進課 

４

月 
・五所川原保健所結核診査協議会

（以降毎月 2 回開催） 

 

・理容所・美容所・クリーニング所・

旅館･公衆浴場等監視（～3 月） 

・特定建築物監視(～3 月) 

・温泉利用・レジオネラ施設監視(～3

月) 

・学校給食施設監視（～3 月） 

・カンピロパクター食中毒及び腸管出

血性大腸菌食中毒対策（～3 月） 

・食品表示対策（～3 月） 

・食品施設監視指導（～3 月） 

 

５

月 
 ・食品収去検査（～3 月） 

・食品衛生責任者講習会（養成、実務） 

・世界禁煙デー及び禁煙週間（31

日～6 日） 

・給食施設栄養管理指導（～2 月） 

・第 1 回西北地方保健協力員代

表者会議 

６

月 
・不正大麻・けし撲滅運動（～9 月） 

・薬物乱用防止啓発促進事業（～2

月） 

・「ダメ。ゼッタイ。」普及運動（～

7 月） 

・ＨＩＶ検査普及週間（1～7 日） 

・薬物乱用防止指導員連合協議会 

・食品衛生推進員講習会 

・食品衛生責任者講習会（養成、実務） 

・仕出し、弁当による食中毒予防強化

月間（～10 月） 

・世界禁煙デー及び禁煙週間（31

日～6 日） 

・第 1 回西北地方保健協力員代

表者会議 

・給食施設栄養管理指導事業研

修会 

・市町村行政栄養士研修会 

７

月 
・医薬品・医療機器等一斉監視指導

（～12 月） 

・「愛の血液助け合い運動」月間 

・財務事務検査 

・薬物乱用防止指導員地区協議会・

研修会 

・遊泳用プールの衛生監視 

・食品衛生責任者講習会（養成、実務） 

・食品等夏期一斉取締り 

・食品表示夏期一斉取締り 

・食中毒予防キャンペーン 

・第１回保健師業務連絡会議（18

日、地域保健関係者研修・第１回

母子保健ネットワーク会議） 

・市町村行政栄養士連絡調整会

議 

・第１回西北五地域における精

神障がい者地域支援に関する協

議の場 

８

月 
 ・食品衛生月間 

・食中毒予防キャンペーン 

・きのこ食中毒予防月間（～10 月） 

・社会福祉施設等給食監視（～3 月） 

 

・第 1 回西北地域自殺対策ネッ

トワーク連絡会 

・西北地方保健協力員連絡・研修

会 

・第 1 回新任保健師研修（地域保

健関係者研修） 

・給食施設栄養管理指導事業研

修会 
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月 指導予防課 生活衛生課 健康増進課 

９

月 
・結核予防週間（24～30 日） 

・救急医療週間（8～14 日） 

 

 

・食品衛生責任者講習会（養成） 

 

・健康増進普及月間 

・自殺予防週間（10 日～16 日） 

・第 2 回新任保健師研修（地域保

健関係者研修） 

10

月 
・くすりと健康の週間（17～23 日） 

・麻薬・覚醒剤大麻乱用防止運動

（～11 月） 

・生活衛生･食品衛生関係職員研修会 

・食品衛生責任者講習会（実務） 

・難病医療相談 

・第 2 回西北五地域における精

神障がい者地域支援に関する協

議の場 

・第 2 回母子保健ネットワーク

会議 

・第 2 回西北地域自殺対策ネッ

トワーク連絡会 

・在宅医療・介護連携推進事業研

修会 

11

月 
・予備監査 ・ノロウイルス食中毒予防月間（～2

月） 

・食品衛生責任者講習会（養成、実務） 

・食品営業施設（ふぐ）監視 

・国民健康・栄養調査 

・給食施設栄養管理指導事業研

修会 

12

月 
・世界エイズデー（12 月 1 日）・

レッドリボンキャンペーン 

・西北五地域災害医療対策協議会 

・新型インフルエンザ等対策協議

会 

・食品等年末一斉取締り 

・食品表示年末一斉取締り 

・食品衛生責任者講習会（養成） 

・第 3 回新任保健師研修（地域保

健関係者研修） 

・精神科救急医療システム連絡

調整委員会 

・第 2 回保健師業務連絡会議（5

日、地域保健関係者研修） 

１

月 
・はたちの献血キャンペーン（～2

月） 

 

 ・第２回西北地方保健協力員代

表者会議 

 

２

月 
・市町村献血推進事業担当課長会

議 

・食品衛生責任者講習会（養成） ・西北五地域生活支援広域調整

会議 

・第 4 回新任保健師研修（地域保

健関係者研修） 

３

月 
  ・自殺対策強化月間 
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５ 令和７年度相談等日程表 
 

実 施 項 目 実 施 曜 日 受付及び開催時間 

こ こ ろ の 健 康 相 談 

（要予約） 
第２木曜日 午後 1:00～2:00 

エ イ ズ 相 談 ・ 検 査 

（即日検査） 

（要予約） 

第２火曜日 
６月７日は特設日 

（13:30～15:00） 
午後 2:30～3:45 

ウイルス性肝炎検査 

（要予約） 

第３水曜日 
月により定期実施日 

以外に実施もあり 

午前 11:00～12:00 

結 核 接 触 者 健 診 

（ＱＦＴ検査を含む） 

第３水曜日 
月により定期実施日 

以外に実施もあり 

午前 9:00～11:00 

骨 髄 移 植 一 般 相 談 

（要予約） 
 随時受付 午前 8:30～午後 5:15 
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６ 令和６年度歳入・歳出関係 
 

(1) 歳入 

 

(1)－1 調定                             （単位：円） 

 

科　　　　目 調　定　額 収入済額 不納欠損額 収入未済額

財産貸付収入 3,000 3,000

土地建物等 3,000 3,000

健康医療福祉政策課 3,000 3,000

物品売払収入 22,000 22,000

物品 22,000 22,000

知事部局 22,000 22,000

雑入 20,549 20,549

雑入 20,549 20,549

知事部局 20,549 20,549

光熱水費 20,549 20,549

総務費 0 0

情報公開 0 0

個人情報保護 0 0

計 45,549 45,549  
 

(1)－2 証紙収入                     （単位：円）                              

科　　　　目 件　　　　　数 金　　　　　額

総務手数料 13 9,450

　証明 13 9,450

　　総務学事課 13 9,450

環境保健手数料 673 9,151,000

　医薬費 119 1,123,600

　　医療施設等許可 5 119,000

　　麻薬免許 37 144,300

　　医薬品医療機器等 77 860,300

　自然保護費 0 0

　　温泉 0 0

　生活衛生費 554 8,027,400

　　食品関係営業許可 529 7,513,400

　　興行場営業許可 1 8,600

　　公衆浴場営業許可 0 0

　　旅館営業許可 10 205,400

　　理容所等開設検査 10 160,000

　　クリーニング所開設検査 0 0

　　建築物衛生管理業者登録 4 140,000

計 686 9,160,450  
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(2) 歳出 

 

一般会計 
                              （単位：円） 

款　　項　　目 令　達　額 支出済額 残　　　額

民生費 4,654,500 4,161,176 493,324

　社会福祉費 4,534,500 4,161,176 373,324

    繰越明許・社会福祉総務費 1,319,000 1,135,750 183,250

　　社会福祉総務費 2,997,000 2,996,330 670

　　老人福祉費 218,500 29,096 189,404

　災害救助費 120,000 0 120,000

　　救助費 120,000 0 120,000

環境保健費 22,075,795 18,343,569 3,732,226

　公衆衛生費 6,940,695 4,947,649 1,993,046

　　結核対策費 2,006,627 1,456,187 550,440

　　予防費 996,068 629,092 366,976

　　母子保健対策費 161,600 108,700 52,900

　　精神保健福祉費 1,277,900 830,840 447,060

　　生活習慣病対策費 1,106,500 1,099,960 6,540

　　特定疾患対策費 1,392,000 822,870 569,130

　環境衛生費 1,421,720 1,350,174 71,546

　　食品衛生費 1,003,560 932,014 71,546

　　生活衛生総務費 418,160 418,160 0

　　生活衛生指導費 0 0 0

　保健所費 12,120,020 10,897,326 1,222,694

　　保健所費 12,120,020 10,897,326 1,222,694

　医薬費 1,503,360 1,058,420 444,940

　　医務費 600,000 312,280 287,720

　　薬務費 345,000 276,410 68,590

　　企画調整費 558,360 469,730 88,630

　自然保護費 90,000 90,000 0

　　自然保護総務費 90,000 90,000 0

計 26,730,295 22,504,745 4,225,550  


